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Ⅰ．廃止措置計画の変更について 

（廃止措置部 計画管理課 中村 保之） 

 「ふげん」は約 25 年間の運転を終了し、

2008 年 2 月に廃止措置計画の認可を受け、

計画的に廃止措置を進めております。 

 今般、プラント恒久停止や廃止措置の進捗に

伴い、公衆及び放射線業務従事者の被ばく等の

リスクが低減しているプラント状態や原子炉

運転中の供用設備のうち、負荷容量が減少した

状態を踏まえ原子炉補機冷却系の供用を終了

するとともに、一部除熱が必要な機器には代替

冷却装置を個別に設置する計画としておりま

す。また、高経年化対策として、水冷式の空気

圧縮機を空冷式のユニット型の空気圧縮機に

更新する計画としております。この他、廃止措

置進捗に伴う所内電力量の減少等を踏まえ、受

電先を 275kV 敦賀線から 77kV 立石線に切

り替え、275kV 開閉所を供用終了する計画と

しております。 

 これらについて廃止措置計画に反映し、

2022 年 4 月 28 日に原子力規制委員会に変

更認可申請を行い、補正申請を経て、同年 11

月 16 日に認可を頂きました。 

 また、2023 年度から予定していた原子炉

本体の解体着手に向けて実施してきた解体用

プール設置を含む水中遠隔解体装置の詳細検

討において、更なる安全性向上を図るため、解

体時に原子炉本体上部に設置する解体用プー

ルからプール水が漏えいするリスクを大幅に

低減させるため、より保守的な工法に変更する

ことが必要と判断しました。この変更は、解体

用プールの設置において溶接及び検査を遠隔

で行うための技術開発に必要な期間を確保す

るため、原子炉本体の解体着手時期を 7 年間

延伸し、2023 年度から 2030 年度に、廃止

措置の完了時期を 2033 年度から 2040 年

度に変更することとしました。 

この廃止措置工程の変更に当たっては、

2022 年 8 月 8 日に地元自治体にご説明させ

て頂き、同年 11 月 25 日に原子力規制委員会

に廃止措置計画の変更届出を行いました。 

今後も廃止措置計画に基づき、安全第一で計

画的に廃止措置を進めて参ります。 

 

Ⅱ．2022 年 原子力学会報告 

1.春の年会 

2022 年の原子力学会 春の年会（3/16-

18）は、神戸大学にて対面での現地開催が予

定されていましたが、新型コロナウイルス感染

症の収束の見通しが立たないことから、オンラ

インでの開催となり、「ふげん」からは２件の

発表を行いました。 

(1)原子炉施設廃止措置における建屋貫通によ

る解体物搬送ルート整備 

（廃止措置部 技術実証課 粟谷 悠人） 

本発表では、解体撤去物の合理的な運搬のた

めに、タービン建屋と原子炉建屋に設けた搬送
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ルートの整備について、実施に際しての課題と

その対応及び効果等について報告しました。 

聴講者から、費用対効果に関するご質問や発

生したコンクリートを放射性廃棄物でない廃

棄物として扱う際の留意点等についてご意見

を頂きました。 

 (2)原子炉構造材からの試料採取技術実証（原

子力側部からの試料採取状況） 

（廃止措置部 技術実証課 宮本 勇太） 

本発表では、原子炉本体の遠隔解体及び放射

性廃棄物の処理・処分に向けて実施した、原子

炉側部からの炉心タンク試料採取モックアッ

プ試験及び実試料採取の作業状況について報

告しました。 

聴講者から、作業場所の線量とその被ばく対

策の効果、他プラントへの反映等に関するご質

問や今後実施する分析評価の成果報告・展開に

期待する旨のご意見を頂きました。 

2.秋の大会 

2022 年の原子力学会 秋の大会（9/7-9）

は、茨城大学での現地開催となり、「ふげん」

からは２件の発表を行いました。 

(1)ふげん廃止措置作業における実績データの

分析 

（廃止措置部 計画管理課 香田 有哉） 

本発表では、タービン設備の解体撤去作業に

要した作業人工数と物量の相関関係を整理し

た結果について報告しました。 

聴講者から、相関関係式の考え方や、クリア

ランス作業に関する人工数を除いた相関関係

式を出すことはできないか等のご意見を頂き

ました。 

これらのご意見等も取り入れつつ、基準とな

る実用炉にも適用可能な相関関係式を整備し、

解体工期、人工予想、廃棄物量評価等の事前評

価に反映できるようなシステムを整備してい

きたいと思います。 

 

 

 

 (2)大型水槽でのレーザ切断時粉じん挙動デ

ータの取得 

（廃止措置部 技術実証課 宮本 勇太） 

本発表では、水深等が実機と同等規模のモッ

クアップ試験設備を用いた「ふげん」原子炉構

造模擬材の水中レーザ切断試験結果等につい

て報告しました。 

聴講者から、粉じん粒径分布の測定方法に関

するご質問や、粉じん飛散低減に関するご意見

等を頂きました。 

 

以上、原子力学会で頂いたご意見等を参考に、

今後も「ふげん」の廃止措置を安全最優先で進

めていくとともに、業務で得られた成果につい

ては、引き続き積極的に外部に発信していきた

いと思います。 

 

Ⅲ．原子炉周辺設備（B ループ）の解体撤去作

業について 

（廃止措置部 技術実証課 荒谷 健太） 

2020 年度に完工した原子炉建屋内の原子

炉周辺設備 A ループ側機器等の解体撤去作業

に続く作業として、2021 年 3 月に B ループ

側機器等の解体撤去作業に着手し、約 1 年半

の作業期間を経て、2022 年 9 月に完工しま

した。 

「ふげん」の原子炉冷却系は、炉心を 2 分

割した 2 ループ構成（A,B ループ）となって

おり、これらは相似した構造となっているため、

A ループ側作業で得られた知見や経験を B ル

ープ側作業に反映し、更なる安全性向上を図っ

た解体手順に基づき、解体撤去を実施しました。 

原子炉冷却系は、2003 年 3 月の運転終了

後、解体作業時の放射線被ばく低減を目的に、

A 及び B 両ループの解体前除染が実施されて

います。一方で、小口径配管部や複雑構造箇所

（エルボ部、オリフィス部等）については、一

定程度の放射能汚染が残存していることを確

認しています。特に燃料が装荷される圧力管に

冷却材を循環させる入口配管（SUS304 配



管径約 60mm×肉厚約 6mm）については、

上記のとおり放射能汚染が残存していること

に加え、狭隘かつ対象配管が密集した解体作業

を実施する上で厳しい作業環境でした。 

これら配管の切断においては、A ループ側の

解体作業で安全性を実証している手順を踏襲

し、作業関係者複数名にて対象物の設置状態の

事前調査を図った上で、プラズマ切断機やグラ

インダ等の切断工具から設置状態に応じた適

正な工具を選択し実施しています。 

また、今回の作業を通じて、一定程度の放射

能汚染を有している機器等を対象とした作業

では、防護装備（作業衣類や呼吸保護具）の脱

装や二次廃棄物の取扱いに関して、これまで以

上に放射線管理上のリスク対策の重要性を認

識し、対象機器の汚染形態や作業の進捗に応じ

て、安全最優先とした作業手順の適正化を常に

図りながら、放射能汚染機器の解体撤去を完遂

しました。 

本作業では、Ａループ側と同様に解体を進め

た原子炉冷却系等のほか、新たに制御棒駆動装

置（約 0.8 トン/体、計 49 体）及び制御棒駆

動装置を支持している大型の支持構造物（約

30 トン）の解体撤去を実施しました。 

制御棒駆動装置は、原子炉の出力調整や緊急

停止のために用いる制御棒を操作するもので、

原子炉運転中のブレーキの役割を担う重要な

設備であります。作業着手時点においては、運

転当時の状態と同様に、制御棒の通り道である

案内管において原子炉領域と接続された状態

であることから、当該装置の撤去に先立ち、案

内管をバンドソーにて切断し、当該装置を切り

離して隔離を行いました。切離し後は、原子炉

建屋の最上層に設置している大型クレーンを

用い、支持構造物と干渉がないことを確認しな

がら、1 体ずつ慎重に引抜きを行いました。 

支持構造物については、制御棒駆動装置と同

様に、クレーンを用いて撤去を行いました。ク

レーンでの吊上げに当たっては、特に吊荷のバ

ランスを取ることが重要であり、事前に操作

者・合図者・玉掛者間で密な連携を図ることで、

大きな荷振れ等なく速やかに重心位置を特定

することが可能となる等、次工程で計画する大

型機器解体での重量物取扱いに係る知見を得

ることができました。 

今後は、B ループ側解体撤去に続く作業とし

て、2022 年度中に原子炉建屋内の大型機器

類を対象とした解体撤去に着手する計画です。

主な解体対象は、大型機器である再循環ポンプ

等のほか、プラント運転時に重水を内包してい

た重水系・ヘリウム系設備等を始めとする「ふ

げん」特有設備類としています。 

Ａ,Ｂループ解体で得られた技術的知見や実

効的な安全確保対策を取り入れつつ、現地作業

で得られたノウハウを柔軟に反映していく等

の徹底した安全管理のもと、着実に廃止措置作

業を進めていきます。 

 

 

 

  

 

Aループ側作業対象

Bループ側作業対象

原子炉周辺設備（A,B ループ） 

配管（入口管）の解体前後 



 

  

 

 

 

Ⅳ．受電設備系統切替計画(275ｋV⇒77ｋ

V)について 

（廃止措置部 設備保全課 久保田 聖唯斗） 

ふげんの廃止措置の進捗に伴い、設備の運用

等に必要な所内電力量は、原子炉運転中と比較

し、約 3 分の 1 程度にまで減少してきており

ます。今後導入する廃止措置に必要な各装置等

の負荷電力量を考慮しても、77ｋＶ系統の変

圧器容量で廃止措置期間中維持する設備へ電

源を供給できる状態にあることから、受電先を

大電力系統である 275kV 系統から予備電力

の受電先であった 77kV 系統に切替え、

275kV 開閉所設備の維持管理費の削減を図

ることとしました。また、受電設備系統を含め、

ふげんの受電設備は設置から約 45 年以上が

経過しており、取替部品の供給停止等によりメ

ンテナンスが困難となっております。電気設備

はふげんの廃止措置の最終段階まで使用する

重要な設備であることから、受電設備系統切替

えに併せて電気設備の更新を計画的に進めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受電系統の切替え 

 

77ｋV開閉所設備の更新を2022年10月

に完了した後、電気事業法に基づく使用前自主

検査に合格し、2022 年 12 月に使用前安全

管理審査を受け、合格しております。また、更

新作業に合わせ、2021 年度に設置した新メ

タクラ設備との接続を行い、受電設備系統の切

替えの準備が整いつつあります。 

受電設備系統の切替え時期は、2023 年 4

月を予定しており、既往メタクラの各負荷を新

メタクラ側への切替え作業を計画しています。

本作業は、所内の全ての設備に供給する電源を

切り替えることになるため、プラントに影響を

及ぼすことがないよう事前準備を入念に行い、

安全かつ確実に作業を実施していきます。 

 

 

 

大型構造物（制御棒駆動装置及び支持構造物）

の解体前後 



Ⅴ．ふげん高経年化分析室(ホットラボ)におけ

る高経年化調査研究の終了について 

（廃止措置部 技術実証課 門脇 春彦） 

 福井県の「エネルギー研究開発拠点化計画」

（2005 年 3 月策定）の一環として、高経年

化研究を推進するために日本原子力研究開発

機構、関西電力及び原子力安全システム研究所

の 3 者による共同研究体制を締結し、ふげん

の重水建屋に様々な分析機器を配備した高経

年化分析室（ホットラボ）を設置しました。

2010年4月からホットラボを活用した調査・

研究を開始し、約 12 年間の研究活動を経て所

期の目的を達成したことから 2022 年 3 月に

終了しました。 

ホットラボには、収束イオン/電子ビーム加

工観察装置※等の最先端の分析装置と試験片加

工装置を導入し、これは国内のみならず海外を

見ても屈指のミクロ分析が可能な施設となり

ました。 

約 12 年間の研究活動では、美浜 2 号機の

蒸気発生器管台をはじめ、美浜 1 号機、大飯 2

号機、敦賀 1 号機、伊方 1 号機、玄海 1 号機

及び米国 PWR の実機材を分析し、高経年化に

よる機器の割れ発生原因等を解明しました。そ

の成果として、照射によって構造材の添加物が

集合し、局所的に硬化が生じることで脆化が発

現する等、高経年化の現象として起こる照射脆

化や応力腐食割れのメカニズムを解明するこ

とができました。 

このほか、ふげん実機材を用いた研究では、

原子炉冷却再循環系機器・配管や蒸気ドラムの

試料（下降管ノズル、給水管ノズル）の採取・

分析を行い、ステンレス鋼（SUS316L）と炭

素鋼（SC）の異材接合部に欠陥のないこと及

び当該箇所に残留応力が発生していることを

見出す等の成果を挙げてきました。 

これら高経年化に係る調査・研究に係る所期

の目標を達成したことから、2021 年度に当

該調査研究を終え、2022 年度はホットラボ

の撤去を実施します。 

※収束イオン/電子ビーム加工観察装置：試

料にイオンビームを当てて試料表面を加工し、

その表面の電子顕微鏡観察ができる装置。 

 

収束イオン/電子ビーム加工観察装置(FIB-

SEM)による分析の様子 

 

Ⅵ．クリアランス再利用に向けた取組みについ

て 

（廃止措置部 計画管理課 香田 有哉） 

ふげんの廃止措置を計画的かつ経済的に進

めるためには、クリアランス制度を活用し、廃

止措置で発生する供用を終了した設備等の解

体で発生する解体撤去物を除染等により処理

することで有価物として再利用し、循環型社会

に貢献していくことが重要になります。 

ふげんでは、廃止措置期間中に発生するクリ

アランス金属を約 4,200 トンと評価しており、

これら金属について計画的に処理していく必

要があります。2018 年 8 月 31 日には、約

4,200 トンのうち、タービン建屋から発生す

る金属約 1,100 トンについて、クリアランス

測定・評価方法の国の認可を受け、同年 12 月

からクリアランス測定を開始しています。 

2019 年 11 月には、クリアランス制度を

活用して測定・評価を実施し、屋外の倉庫で保

管中のクリアランス金属について、管理区域外

に搬出しても良いレベル、安全なものであるこ

とを、原子力規制委員会による確認を受け、確

認書を受領いたしました。これまでに、４回の

確認を得て、約 415 トンについて搬出待ち倉

庫にて保管しております。 



これらの原子力規制委員会による確認を受

けたクリアランス金属については、再利用又は

処分できるものになりますが、日本では、クリ

アランス制度が社会に定着するまでの間は、事

業者が自主的に限定的な再利用（原子力関連施

設等での再利用、クリアランス制度の理解促進

のための展示等）としております。このため、

一般市場への流通（フリーリリース）を目指し、

クリアランス制度の国民への理解活動を鋭意

進めてきております。 

これまでに、クリアランス金属のフリーリリ

ースに向けた取り組みの一環として、資源エネ

ルギー庁の令和 3 年度「低レベル放射性廃棄

物の処分に関する技術開発事業（原子力発電所

等金属廃棄物利用技術確証試験）」の公募事業

に協力させて頂きました。本事業は、クリアラ

ンス制度の社会定着を図るために、福井県内企

業が中心となり、クリアランス金属の加工プロ

セスの安全対策の有効性を実証するとともに、

適切な再利用モデルの構築に関する検討を行

うことを目的としており、ふげんはクリアラン

ス金属（約 4.6 トン）を提供することで、加工

実証に協力させて頂きました。なお、福井県内

の加工業者へのクリアランス金属の搬出は県

内初であり、2022 年 1 月 31 日に実施して

おります。本事業では、クリアランス金属を溶

融し、インゴットを製作しており、クリアラン

ス金属の加工プロセスの安全対策の有効性を

実証することができました。 

製作したインゴットについては、令和 4 年

度の同事業において、再利用品に加工し、再利

用モデルの構築を行う計画としております。 

廃止措置に移行する原子力発電所増加に伴

い、放射性廃棄物発生量及び環境負荷への低減

が重要性を増していくこととなります。今後も

継続してクリアランス制度の社会定着に向け

て引き続き取り組んでいきたいと思います。 

 

 

 

Ⅶ．2022 年度 ふげん総合防災訓練につい

て 

（安全・品質保証部 施設保安課 廣田 隆） 

原子炉施設保安規定及び原子力事業者防災

業務計画に基づく 2022 年度ふげん総合防災

訓練を、9月20日に実施しました。訓練には、

ふげん、機構本部及び敦賀廃止措置実証本部等

の機構内関係個所から、約 1４０名が参加しま

した。 

今年度も原子力規制庁の方針に基づき、昨年

度と同様に 2 部制で実施しており、第 1 部訓

練では、現場対応能力を検証するため、複数の

現実的な事故等を想定した訓練、第 2 部訓練

では、通報連絡及び関係個所との連携体制を検

証するため、通報連絡体制、事象進展の把握・

応急処置対応、機構内及び原子力規制庁緊急時

対応センターとの情報共有体制並びに原子力

事業者災害対策支援拠点との連携体制を確認

するための訓練を実施しました。 

第 1 部訓練は、燃料貯蔵プール建屋にて、

燃料搬出のため輸送キャスクに 32 体の燃料

を装荷し、キャスク取扱クレーンによりキャス

ク洗浄室に移動中、敦賀震度 6 弱の地震が発

生、輸送キャスクが床面から 3m の高さから

専用の置台に落下、同時に所内変圧器から黒煙

が発生、その後も複数の負傷者が発生したとの

想定で実施しました。 

 

所内変圧器の初期消火に向かう自衛消防隊 

 



 

初期消火活動を行う自衛消防隊 

 

第２部訓練は、燃料搬出に伴う使用済燃料検

査を終えた燃料を燃料貯蔵ラックに収納する

際、敦賀震度６弱の地震が発生、使用済燃料貯

蔵プールの配管が破断、プール水の漏えいによ

りプール水位が低下し燃料移送機内の燃料体

が露出したことにより、敷地境界付近のモニタ

リングポストの指示値が周辺公衆に影響を与

える値（５μSv/ｈ）まで上昇、原災法第１０

条（施設敷地緊急事態）及び原災法第１５条（全

面緊急事態）に進展するとの想定で実施しまし

た。 

 

現地対策本部の活動状況 

訓練の結果、第 1 部訓練では、複数の現実

的な事故等を想定した対応を行ったことによ

り、現地対策本部内におけるトラブル対応に関

する議論が活発に行われました。また、第 2 部

訓練では、通報連絡及び関係個所との連携体制

の確認が行われており、訓練目的は達成できた

と評価しております。 

今後、機構内から選出された訓練モニタ及び

外部機関の有識者が行った評価結果等を基に

課題を抽出し、次年度以降の訓練に反映し、非

常事態活動体制の強化に繋げてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2022 年 3 月～2022 年 12 月の実績 

時  期 内  容 

2021 年３月２２日～ 

2022 年９月 22 日 

2022 年３月 16 日～ 

３月 18 日 

 

 

 

 

４月２８日 

５月 12 日 

５月２６日 

 

2022 年 9 月 7 日～ 

９月 9 日 

 

 

９月２０日 

９月１７日、１０月１日 

 

10 月３日～ 

11 月 16 日 

 

11 月 25 日 

12 月 26 日～ 

・原子炉周辺設備等（B ループ側機器等）の解体撤去作業 

【№Ⅲ】 

・日本原子力学会 2022 年春の年会/オンライン開催 

【№Ⅱ】 

①「ふげん」原子炉構造材からの試料採取技術実証/原子炉側部

からの試料採取状況 

②原子炉施設廃止措置における建屋貫通による解体物搬送ルー

ト整備 

・廃止措置計画変更認可申請(性能維持施設の見直し等)【№Ⅰ】 

・第４回クリアランス確認申請確認証受領 

・ふげんクリアランス金属の搬出･日本原子力発電㈱敦賀原子力

館等での展示【№Ⅵ】 

・日本原子力学会 2022 年秋の大会/茨城大学日立キャンパス 

【№Ⅱ】 

①ふげん廃止措置作業における実績データの分析 

②大型水槽でのレーザ切断時粉じん挙動データの取得 

・令和 4 年度 ふげん総合防災訓練【№Ⅶ】 

・福井県原子力リサイクルビジネス参入促進･理解促進事業 

[ふげん現地視察ツアー」【№Ⅵ】 

・第３回定期事業者検査 

・廃止措置計画変更認可申請(性能維持施設の見直し等)の認可 

【№Ⅰ】 

・廃止措置計画変更届出（廃止措置計画工程延伸）【№Ⅰ】 

・原子炉建屋内大型機器等の解体撤去作業 

 

 

 

 


